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報告第１０号 

 

 

処分報告について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下

記の事項について次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれ

を報告し、承認を求める。 

 

記 

 

令和７年度池田市一般会計補正予算（第６号） 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

理  由 

物価高騰対策臨時特別給付金（不足額給付）支給額の増加に伴い、予算化

する必要が生じたので専決処分したものである。 
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専決第４号

　令和７年度池田市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

　４４,８４７,８１７千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和７年７月３１日　専決処分

令和７年度池田市一般会計補正予算（第６号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １６７,５９０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

-
 
2
 
-



-
 
3
 
-



報告第１０号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ６ 号

令和７年度
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参 考 資 料
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（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 25,599,828     ─  　 25,599,828     

人　  件　  費 9,590,145     ─  　 9,590,145     

扶　  助　  費 12,255,801     ─  　 12,255,801     

公　  債　  費 3,753,882     ─  　 3,753,882     

 投 資 的 経 費 1,680,630     ─  　 1,680,630     

 そ　   の   　他 17,399,769     167,590     17,567,359     

物　  件　  費 8,357,894     ─  　 8,357,894     

そ　  の　  他 9,041,875     167,590     9,209,465     

44,680,227     167,590     44,847,817     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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報告第１１号 

 

 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率について、次のとおり報告する。 

 

 

令和７年９月１８日 提出 

 

 

 池田市長 瀧 澤 智 子           
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令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

 
 
○ 健全化判断比率 

（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和６年度 ─── ─── ２．８ ─── 

早期健全化基準 １２．１２ １７．１２ ２５．０ ３５０．０ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」を

表示。 

 
 
 
○ 資金不足比率（公営企業） 

（単位：％） 

 病 院 事 業 会 計 水 道 事 業 会 計 公共下水道事業会計 

令和６年度 ─── ─── ─── 

経営健全化基準 ２０．０ ２０．０ ２０．０ 

 

※ 資金不足額がない場合は「－」を表示。 
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報告第１１号  参  考 

 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）について 

 ・平成１９年６月制定 

 ・毎年度における健全化判断比率及び資金不足比率の公表 

 ・比率に応じた地方公共団体の財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の

経営の健全化の促進 

 

２ 財政健全化法制定の背景 

 ・分かりやすい財政情報の開示等 

   フ ロ ー 指 標 … 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率 

   ストック指標 … 将来負担比率（公社等を含めた実質的負債による指標） 

 ・早期是正機能の制度化等による旧法（財政再建法）の改善 

 

３ 早期健全化基準・財政再生基準 

  （地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令） 

令和６年度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 １２．１２％ １７．１２％ ２５．０％ ３５０．０％ 

財政再生基準  ２０．００％ ３０．００％ ３５．０％  

 

４ 早期健全化段階で行うこと （財政健全化法第４条第２項） 

 ・自主的な改善努力による財政健全化 

 ・財政健全化計画の策定及び議会の議決 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （達成が著しく困難と認められる場合は、総務大臣又は知事による必要な勧告） 

 

５ 財政の再生段階で行うこと （財政健全化法第８条第３項） 

 ・国等の関与による確実な再生 

 ・財政再生計画の策定 

  （議会の議決及び公表並びに総務大臣との協議及び総務大臣の同意） 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （運営が計画に適合しないと認められる場合は、総務大臣による予算の変更等必

要な措置の勧告） 

 ・起債の制限等 
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６ 健全化判断比率の算定 

 ① 実質赤字比率 

   一般会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 ② 連結実質赤字比率 

   各会計の実質赤字（黒字）額又は資金不足（剰余）額の合計の標準財政規模に

対する比率（財産区特別会計を除く。） 

 

 ③ 実質公債費比率 

   一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 ④ 将来負担比率 

   一般会計が将来負担すべき負債（将来負担額）の標準財政規模に対する比率 

    ・将来負担額 

      地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、 

      公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額 

    ・将来負担額から控除するもの 

      基金等の充当可能財源、特定歳入見込額（都市計画税）、 

      地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 

 

７ 資金不足比率（公営企業） 

 ・経営健全化基準（２０％）以上となった場合は、「４ 早期健全化段階で行うこ

と」と同様の措置（「財政健全化」を「経営健全化」に読み替える。） 

 ・比率の算定については、下記のとおり 

  （地方公営企業法適用事業） 事業の規模に占める資金の不足額の割合 

   病院事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（医業収益） 

   水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益－受託工事収益） 

   公共下水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益） 
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議案第７４号 

 

 

池田市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

          

 

 池田市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

  市長に対して支給する退職手当並びに特別職の職員に対して支給する給料

及び手当の特例を定めるため、本条例の一部を改正するものである。

 

 

 

 

- 25 -



池田市条例第  号 

 

   池田市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２７年池田市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「令和３年１０月１日」を「令和７年１０月１日」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第７４号  説  明 

 

池田市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

１ 令和７年１０月１日において現に市長の職にある者（以下「現職市長」と

いう。）の同日から任期（その期間に同日を含むものに限る。以下同じ。）

が満了する日（その満了する日前に退職した場合にあっては、その退職した

日。以下同じ。）までの期間における現職市長、副市長、教育長、病院事業

管理者及び上下水道事業管理者の給料の月額（期末手当及び退職手当の額の

算出の基礎となる給料の月額を除く。）は、現職市長にあっては１００分の

３０に相当する額を、副市長、教育長、病院事業管理者及び上下水道事業管

理者にあっては１００分の１０に相当する額を減じた額とするものであるこ

と。また、現職市長の任期が開始する日から任期が満了する日までの期間を

算定の基礎とする現職市長の退職手当は、支給しないとするものであること。 

  給料 地域手当 期末手当 退職手当 

市長 ３０％減額 ３０％減額 減額なし 不支給 

副市長 １０％減額 １０％減額 減額なし 減額なし 

教育長 １０％減額 １０％減額 減額なし 減額なし 

病院事業管理者 １０％減額 １０％減額 減額なし 減額なし 

上下水道事業管理者 １０％減額 １０％減額 減額なし 減額なし 

（附則関係） 

２ この条例は、令和７年１０月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第７４号  参  考 

池田市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

   附 則 

１ （略） 

 （給与の特例） 

２ 令和３年１０月１日において現に市長の職にある者（以下「現職市長」と

いう。）の同日から任期（その期間に同日を含むものに限る。附則第４項に

おいて同じ。）が満了する日（その満了する日前に退職した場合にあって

は、その退職した日。以下同じ。）までの期間における現職市長の給料の月

額は、別表の規定にかかわらず、同表に定める額からその１００分の３０に

相当する額を減じた額とする。ただし、期末手当の額の算出の基礎となる給

料の月額は、同表に定める額とする。 

３・４ （略） 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

   附 則 

１ （略） 

 （給与の特例） 

２ 令和７年１０月１日において現に市長の職にある者（以下「現職市長」と

いう。）の同日から任期（その期間に同日を含むものに限る。附則第４項に

おいて同じ。）が満了する日（その満了する日前に退職した場合にあって

は、その退職した日。以下同じ。）までの期間における現職市長の給料の月

額は、別表の規定にかかわらず、同表に定める額からその１００分の３０に

相当する額を減じた額とする。ただし、期末手当の額の算出の基礎となる給

料の月額は、同表に定める額とする。 

３・４ （略） 

 

 

-
 
2
8
 
-



議案第７５号 

 

 

池田市手数料条例の一部改正について 

 

 

池田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和７年９月１８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

コンビニエンスストア等に設置された多機能端末機による個人住民税の納

税証明書の交付に係るサービスの提供を廃止することに伴い、本条例の一部

を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市手数料条例（昭和５１年池田市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

別表の１の項中欄中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号と

し、同表の２の項中欄中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号の前

に次の１号を加える。 

(1) 納税に関する証明（(2)の証明を除く。） 

別表の備考第１項を次のように改める。 

１ １の項の証明については、年度ごとに１件とする。 

別表の備考第２項第２号中「２の項(2)」を「２の項(3)」に改め、同号を同

項第３号とし、同項第１号中「２の項(1)」を「２の項(2)」に改め、同号を同

項第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

(1) ２の項(1)の証明については、税目及び年度ごとに１件とする。た

だし、２以上の税目を合わせて賦課徴収するものにあっては、これを

１税目とみなす。 

附 則 

この条例は、令和７年１２月２９日から施行する。 

- 30 -



議案第７５号  説  明 

 

池田市手数料条例の一部改正について 

 

１ 納税に関する証明に係る手数料を、市税に関する各種手数料の区分のうち、

コンビニエンスストア等に設置された多機能端末機による場合の手数料の適

用がない区分に変更するものであること。 

（別表関係） 

２ この条例は、令和７年１２月２９日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第７５号  参  考 

池田市手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

       改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ １の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) １の項(1)の証明については、税目及び年度ごとに１件とする。た

だし、２以上の税目を合わせて賦課徴収するものにあっては、これを

１税目とみなす。 

(2) １の項(2)及び(3)の証明については、年度ごとに１件とする。 

２ ２の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

 

本則 （略） 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ １の項の証明については、年度ごとに１件とする。 

 

 

 

 

２ ２の項の証明の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) ２の項(1)の証明については、税目及び年度ごとに１件とする。た

１ (1) 納税に関する証明（次項(1)の証明

を除く。） 

(2)・(3)  （略） 

１件につき ３００円

（多機能端末機による

場合にあっては、２０

０円） 

２  

 

(1)・(2)  （略） 

１件につき ３００円 

３～５１ （略） 

１  

 

(1)・(2)  （略） 

１件につき ３００円

（多機能端末機による

場合にあっては、２０

０円） 

２ (1) 納税に関する証明（(2)の証明を除

く。） 

(2)・(3)  （略） 

１件につき ３００円 

３～５１ （略） 

-
 
3
2
 
-



       改        正        前         改        正        後 

 

 

(1) ２の項(1)の証明については、１通につき１件とする。 

(2) ２の項(2)の証明（固定資産を所有しないことの証明を除く。）に

ついては、土地は１筆、家屋は１棟又は１戸をもってそれぞれ１件と

し、２件以上の土地について一括し、又は２件以上の家屋について一

括して証明する場合は、それぞれ２件目以降の手数料の額は１件につ

き１５０円とする。この場合において、これらの取扱いは、年度によ

る事項に関する証明については年度ごとによるものとする。 

３～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

だし、２以上の税目を合わせて賦課徴収するものにあっては、これを

１税目とみなす。 

(2) ２の項(2)の証明については、１通につき１件とする。 

(3) ２の項(3)の証明（固定資産を所有しないことの証明を除く。）に

ついては、土地は１筆、家屋は１棟又は１戸をもってそれぞれ１件と

し、２件以上の土地について一括し、又は２件以上の家屋について一

括して証明する場合は、それぞれ２件目以降の手数料の額は１件につ

き１５０円とする。この場合において、これらの取扱いは、年度によ

る事項に関する証明については年度ごとによるものとする。 

３～６ （略） 

 

-
 
3
3
 
-



議案第７６号 

 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部改正について 

 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和７年９月１８日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

池田市立児童発達支援センターにおいて新たに障害児相談支援の事業を開

始するため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市立児童発達支援センター条例（昭和４６年池田市条例第４号）の一部

を次のように改正する。 

第３条第１項を次のように改める。 

支援センターは、次に掲げる事業を行う。 

(1) 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援 

(2) 法第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援 

(3) 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援（以下「障害児相談

支援」という。） 

第４条中「支援センターの定員は、」を「前条第１項第１号に掲げる事業に

係る支援センターの利用定員は、１日につき」に改める。 

第５条及び第６条を次のように改める。 

（利用者の範囲） 

第５条 支援センターで第３条第１項第１号又は第２号に掲げる事業（以下

「児童発達支援等」という。）を利用することができる者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 

(1) 法第２１条の５の５第１項の規定によりその保護者が本市の通所給付決

定（同項に規定する通所給付決定をいう。第３号において同じ。）を受け

た児童 

(2) 法第２１条の６の規定による措置（児童発達支援等に係るものに限る。

以下単に「措置」という。）を本市から受けた児童 

(3) 前２号に掲げるもののほか、法第２１条の５の５第１項の規定によりそ

の保護者が通所給付決定を受け、又は措置を受けた児童であって、支援セ
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ンターで児童発達支援等を行う必要があると市長が認めるもの 

２ 支援センターで障害児相談支援を利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

(1) 本市の区域内に居住する法第２４条の２６の規定による障害児相談支援

給付費の支給（次号において「障害児相談支援給付」という。）に係る児

童及びその保護者 

(2) 前号に掲げるもののほか、障害児相談支援給付に係る児童及びその保護

者であって、支援センターで障害児相談支援を行う必要があると市長が認

めるもの 

（利用の申請等） 

第６条 支援センターで児童発達支援等又は障害児相談支援を利用しようとす

るときは、規則で定めるところにより、市長に申請し、その決定を受けなけ

ればならない。ただし、児童発達支援等を利用しようとする児童のうち措置

を受けたものについては、この限りでない。 

第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 

（費用） 

第７条 市長は、支援センターで児童発達支援等（措置によるものを除く。）

を行ったときは、当該児童発達支援等を受けた児童の保護者から、その要し

た費用として法第２１条の５の３第２項第２号の政令で定める額に相当する

額を徴収する。 

２ 市長は、支援センターで障害児相談支援を行ったときは、当該障害児相談

支援を受けた者のうち児童の保護者から、その要した費用として法第２４条

の２６第２項の内閣総理大臣が定める基準により算定する費用の額に相当す

る額を徴収する。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第７６号  説  明 

 

池田市立児童発達支援センター条例の一部改正について 

 

１ 池田市立児童発達支援センター（以下「支援センター」という。）が行う

事業について、障害児相談支援（障害児及びその保護者の事情を勘案して障

害児に関する各種サービスの利用計画を作成し、並びにサービスを継続して

適切に受けられるよう利用状況の検証等により当該利用計画の見直しを行

い、新たなサービスに係る手続の勧奨等便宜の供与を行うことをいう。以下

同じ。）を追加するものであること。 

（第３条関係） 

２ 支援センターの定員について、１に伴う所要の規定の整備を行うものであ

ること。 

（第４条関係） 

３ 支援センターにおける障害児相談支援に係る利用者の範囲を定めるほか、

支援センターの利用者の範囲について所要の整備を行うものであること。 

（第５条関係） 

４ 支援センターの利用に係る申請等の手続について、本条例に明記するもの

であること。 

（第６条関係） 

５ 支援センターにおける障害児相談支援の実施に要した費用の徴収について

定めるものであること。また、費用の減免に係る規定を削るものであること。 

（第７条関係） 

６ この条例は、令和７年１０月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第７６号  参  考 

池田市立児童発達支援センター条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条・第２条 （略） 

（事業） 

第３条 支援センターは、法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援及

び同条第５項に規定する保育所等訪問支援（以下これらを「障害児通所支

援」という。）を行う。 

 

 

２ （略） 

（定員） 

第４条 支援センターの定員は、４０人とする。 

 

（障害児通所支援） 

第５条 支援センターで障害児通所支援を受けることができる者は、法第２１

条の５の７第１項の規定により障害児通所給付費等の支給の決定（以下「通

所給付決定」という。）を受けた児童であって、市長が障害児通所支援を決

定したもの又は法第２１条の６の規定による障害児通所支援の提供の決定を

受けた児童とする。 

第１条・第２条 （略） 

（事業） 

第３条 支援センターは、次に掲げる事業を行う。 

(1) 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援 

(2) 法第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援 

(3) 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援（以下「障害児相談

支援」という。） 

２ （略） 

（定員） 

第４条 前条第１項第１号に掲げる事業に係る支援センターの利用定員は、１

日につき４０人とする。 

（利用者の範囲） 

第５条 支援センターで第３条第１項第１号又は第２号に掲げる事業（以下

「児童発達支援等」という。）を利用することができる者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 

(1) 法第２１条の５の５第１項の規定によりその保護者が本市の通所給付決

定（同項に規定する通所給付決定をいう。第３号において同じ。）を受け

-
 
3
8
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（費用） 

第６条 市長は、通所給付決定を受けた児童の保護者に対し障害児通所支援を

行ったときは、当該障害児通所支援に要した費用について、当該児童の保護

者から徴収することができる。 

２ 前項の費用の額は、法第２１条の５の３第２項第２号に規定する政令で定

た児童 

(2) 法第２１条の６の規定による措置（児童発達支援等に係るものに限る。

以下単に「措置」という。）を本市から受けた児童 

(3) 前２号に掲げるもののほか、法第２１条の５の５第１項の規定によりそ

の保護者が通所給付決定を受け、又は措置を受けた児童であって、支援セ

ンターで児童発達支援等を行う必要があると市長が認めるもの 

２ 支援センターで障害児相談支援を利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

(1) 本市の区域内に居住する法第２４条の２６の規定による障害児相談支援

給付費の支給（次号において「障害児相談支援給付」という。）に係る児

童及びその保護者 

(2) 前号に掲げるもののほか、障害児相談支援給付に係る児童及びその保護

者であって、支援センターで障害児相談支援を行う必要があると市長が認

めるもの 

（利用の申請等） 

第６条 支援センターで児童発達支援等又は障害児相談支援を利用しようとす

るときは、規則で定めるところにより、市長に申請し、その決定を受けなけ

ればならない。ただし、児童発達支援等を利用しようとする児童のうち措置

を受けたものについては、この限りでない。 

-
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-



        改        正        前         改        正        後 

める額とする。 

３ 市長は、第１項の規定により徴収する費用を減免することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（費用） 

第７条 市長は、支援センターで児童発達支援等（措置によるものを除く。）

を行ったときは、当該児童発達支援等を受けた児童の保護者から、その要し

た費用として法第２１条の５の３第２項第２号の政令で定める額に相当する

額を徴収する。 

２ 市長は、支援センターで障害児相談支援を行ったときは、当該障害児相談

支援を受けた者のうち児童の保護者から、その要した費用として法第２４条

の２６第２項の内閣総理大臣が定める基準により算定する費用の額に相当す

る額を徴収する。 

第８条 （略） 
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議案第７７号 

 

 

池田市立くれは音楽堂条例の一部改正について 

 

 

池田市立くれは音楽堂条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和７年９月１８日提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

池田市立くれは音楽堂の再オープンに向け、使用料の額、減免等について

見直しを行うほか、池田市公共施設予約システムの導入に係る所要の規定の

整備を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市立くれは音楽堂条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市立くれは音楽堂条例（平成１９年池田市条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「、文化」を「及び文化」に、「と福祉」を「並びに福祉」に、

「音楽堂」を「池田市立くれは音楽堂（以下「音楽堂」という。）」に改め

る。 

第２条を次のように改める。 

（位置） 

第２条 音楽堂の位置は、池田市姫室町１０番１号とする。 

第３条第１項中「池田市立くれは音楽堂（以下「音楽堂」という。）におい

て」を「音楽堂」に改め、同項各号を次のように改める。 

(1) 音楽の演奏その他の活動のために必要な音楽堂の施設及び設備（以下

「施設等」という。）の提供に関すること。 

(2) 市民の芸術及び文化の振興に資する行事の開催に関すること。 

第３条第２項を削る。 

第４条中「委員会規則」を「教育委員会規則」に改める。 

第５条第１項中「音楽堂」を「施設等」に、「委員会」を「池田市教育委員

会（以下「委員会」という。）」に改め、同項に後段として次のように加え

る。 

許可された事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第５条第２項中「許可」の次に「（以下「使用許可」という。）」を加え

る。 

第６条中「該当すると認める」を「該当する」に、「音楽堂の使用を許可し
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ない」を「使用許可をしない」に改め、同条第４号を削り、同条第３号中「管

理」を「前３号に掲げるもののほか、委員会が音楽堂の管理運営」に改め、同

号を同条第４号とし、同条第２号中「建物や」を「音楽堂の建物又は」に、

「損傷する」を「毀損し、滅失し、又は汚損する」に改め、同号を同条第３号

とし、同条第１号を同条第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

(1) 第１条に規定する音楽堂の設置目的の達成に支障があると認めるとき。 

第７条中「音楽堂の使用の許可」を「使用許可」に改め、「いう。）は」の

次に「、教育委員会規則で定めるところにより」を加える。 

第８条を次のように改める。 

（使用料の減免） 

第８条 委員会は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める割

合により、使用料を減免することができる。 

(1) 市又は委員会が主催し、又は共催する事業の実施のために施設等を使用

する場合 １０割 

(2) 官公庁が使用する場合 １０割 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める場合 委員会が定め

る割合 

第９条各号列記以外の部分を次のように改める。 

委員会は、既納の使用料について、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額を還付することができる。 

第９条第１号中「音楽堂を利用できなくなった」を「施設等を使用できなく

なった」に、「全額」を「既納の使用料の全額」に改め、同条第２号を次のよ

うに改める。 

(2) 施設等を使用する日の属する月の前月における当該日に応当する日（応

当する日がない場合にあっては、当該月の末日）以前の最も遅い池田市の

休日を定める条例（平成元年池田市条例第２６号）に規定する市の休日で
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ない日（次号において「使用前月応当日」という。）までにされた申請に

よる第５条第１項後段の規定による変更に伴い使用料の額が減少した場合

 既納の使用料と当該変更後の使用料の差額 

第９条に次の１号を加える。 

(3) 使用前月応当日までに使用許可の取下げを届け出た場合 既納の使用料

の５割 

第１０条の見出し中「目的外使用等」を「使用の権利の譲渡等」に改め、同

条中「音楽堂を許可」を「使用許可」に改め、「目的以外に」の次に「施設等

を」を、「使用し、」の次に「施設等を」を加え、「その使用権」を「施設等

の使用の権利」に改める。 

第１１条中「対し、」を「対して」に改め、同条第１号中「規則」を「教育

委員会規則の規定」に改め、同条第２号中「使用条件」を「第５条第２項の規

定により付された条件」に改め、同条第４号中「その他」を「前各号に掲げる

もののほか、」に、「において必要がある」を「が必要」に改め、同号を同条

第６号とし、同号の前に次の１号を加える。 

(5) 災害その他不可抗力により音楽堂の運営上やむを得ない事由が発生した

とき。 

第１１条第３号中「許可」を「使用許可」に改め、同号を同条第４号とし、

同条第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 第６条各号のいずれかに該当するとき。 

第１２条の見出しを「（特別の設備の設置等）」に改め、同条中「音楽堂を

使用する場合」を「施設等の使用」に、「、特別」を「特別」に、「あらかじ

め委員会の」を「施設等の使用と併せてその」に改める。 

第１３条中「施設、設備等を滅失し、又は損傷した」を「建物、附属設備等

を毀損し、滅失し、又は汚損した」に改める。 

第１４条中「委員会が」を「教育委員会規則で」に改める。 
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別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

 

 

 

 

備考 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 平日 日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日以外の日をいう。 

(2) 休日等 平日以外の日をいう。 

(3) 市民等 使用者が個人の場合にあっては本市の区域内に在住し、在

勤し、又は在学する者（以下この号において「市民」という。）をい

い、団体の場合にあっては市民がその全構成員の７割以上を占める団

体をいう。 

２ 施設等の使用は、１時間を単位とし、午前９時からの時間を１時間ご

とに区分した時間区分によるものとする。 

３ その受けた使用許可に係る時間を超えて施設等を使用したときは、そ

の超えた時間１時間までごとにつき、この表に定める１時間当たりの使

用料の額を徴収する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、同

年１月５日から施行する。 

（準備行為） 

区分 １時間当たりの使用料の額 

市民等 市民等以外 

平日 １，５００円 ３，０００円 

休日等 ２，０００円 ４，０００円 
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２ この条例の施行の日以後の池田市立くれは音楽堂の使用に係る手続は、同

日前においても、この条例による改正後の池田市立くれは音楽堂条例の規定

の例により行うことができる。 
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議案第７７号  説  明 

 

池田市立くれは音楽堂条例の一部改正について 

 

１ 文言の整備等所要の規定の整備を行うものであること。 

（第１条から第４条まで、第６条、第１０条及び 

第１２条から第１４条まで関係） 

２ 池田市立くれは音楽堂の施設及び設備（以下「施設等」という。）の使用

について許可された事項の変更に係る手続を定めるものであること。 

（第５条関係） 

３ 使用料の前納の方法について、規則に委任して定めることとするものであ

ること。 

（第７条関係） 

４ 使用料の減免について、要件の見直しを行い、減免の割合を定めるもので

あること。 

（第８条関係） 

５ 使用料の還付について、要件及び還付額の見直しを行うものであること。 

（第９条関係） 

６ 施設等の使用に係る許可を受けたもの（以下「使用者」という。）に対す

る当該許可の取消し及び使用の制限等の命令について、要件の整備を行うも

のであること。 

（第１１条関係） 

７ 使用料の額について、その算定における時間の単位を変更し、及び使用者

の区分を新たに設け、金額の見直しを行うものであること。 

（別表関係） 

８ この条例は、令和８年４月１日から施行するものであること。また、準備
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行為に係る規定を設け、当該規定は同年１月５日から施行するものであるこ

と。 

（改正条例附則関係） 
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議案第７７号  参  考 

池田市立くれは音楽堂条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

（設置） 

第１条 市民の芸術、文化の振興と福祉の向上に寄与するため、音楽堂を設置

する。 

（名称及び位置） 

第２条 音楽堂の名称及び位置は次のとおりとする。 

(1) 名称 池田市立くれは音楽堂 

(2) 位置 池田市姫室町１０番１号 

（業務） 

第３条 池田市立くれは音楽堂（以下「音楽堂」という。）においては、次に

掲げる業務を行う。 

(1) 文化活動のために音楽堂の施設及び設備を使用させること。 

(2) 文化活動に関する発表会、講座等を開催すること。 

 

２ 池田市教育委員会（以下「委員会」という。）は、第１条の目的の達成に

支障のない限り、音楽堂を会議その他に使用させることができる。 

（開館時間及び休館日） 

第４条 音楽堂の開館時間及び休館日は、委員会規則で定める。 

（設置） 

第１条 市民の芸術及び文化の振興並びに福祉の向上に寄与するため、池田市

立くれは音楽堂（以下「音楽堂」という。）を設置する。 

（位置） 

第２条 音楽堂の位置は、池田市姫室町１０番１号とする。 

 

 

（業務） 

第３条 音楽堂は、次に掲げる業務を行う。 

 

(1) 音楽の演奏その他の活動のために必要な音楽堂の施設及び設備（以下

「施設等」という。）の提供に関すること。 

(2) 市民の芸術及び文化の振興に資する行事の開催に関すること。 

 

 

（開館時間及び休館日） 

第４条 音楽堂の開館時間及び休館日は、教育委員会規則で定める。 
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        改        正        前         改        正        後 

（使用許可） 

第５条 音楽堂を使用しようとするものは、委員会の許可を受けなければなら

ない。 

 

２ 委員会は、前項の許可に当たり音楽堂の管理上必要があると認めるとき

は、その使用について条件を付することができる。 

 

（使用の不許可） 

第６条 委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、音楽堂の

使用を許可しない。 

 

(1) （略） 

(2) 建物や附属設備を損傷するおそれがあると認めるとき。 

 

(3) 管理上支障があると認めるとき。 

 

(4) その他委員会において使用を不適当と認めるとき。 

（使用料） 

第７条 音楽堂の使用の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）は、別

（使用許可） 

第５条 施設等を使用しようとするものは、池田市教育委員会（以下「委員

会」という。）の許可を受けなければならない。許可された事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。 

２ 委員会は、前項の許可（以下「使用許可」という。）に当たり音楽堂の管

理上必要があると認めるときは、その使用について条件を付することができ

る。 

（使用の不許可） 

第６条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可をしな

い。 

(1) 第１条に規定する音楽堂の設置目的の達成に支障があると認めるとき。 

(2) （略） 

(3) 音楽堂の建物又は附属設備を毀損し、滅失し、又は汚損するおそれがあ

ると認めるとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が音楽堂の管理運営上支障があると

認めるとき。 

 

（使用料） 

第７条 使用許可を受けたもの（以下「使用者」という。）は、教育委員会規
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        改        正        前         改        正        後 

表に定める使用料を前納しなければならない。 

（使用料の減免） 

第８条 委員会は、公益上特に必要と認めるときは、使用料を減額し、又は免

除することができる。 

 

 

 

 

 

（使用料の還付） 

第９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号に該当する場合は、

当該各号に掲げる額を還付することができる。 

(1) 災害その他使用者の責めに帰することができない事由により音楽堂を利

用できなくなった場合 全額 

(2) 使用しようとする日の２０日前までに使用の取消し又は変更を申し出た

場合 半額 

 

 

 

則で定めるところにより、別表に定める使用料を前納しなければならない。 

（使用料の減免） 

第８条 委員会は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める割

合により、使用料を減免することができる。 

(1) 市又は委員会が主催し、又は共催する事業の実施のために施設等を使用

する場合 １０割 

(2) 官公庁が使用する場合 １０割 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める場合 委員会が定め

る割合 

（使用料の還付） 

第９条 委員会は、既納の使用料について、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める額を還付することができる。 

(1) 災害その他使用者の責めに帰することができない事由により施設等を使

用できなくなった場合 既納の使用料の全額 

(2) 施設等を使用する日の属する月の前月における当該日に応当する日（応

当する日がない場合にあっては、当該月の末日）以前の最も遅い池田市の

休日を定める条例（平成元年池田市条例第２６号）に規定する市の休日で

ない日（次号において「使用前月応当日」という。）までにされた申請に

よる第５条第１項後段の規定による変更に伴い使用料の額が減少した場合
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

（目的外使用等の禁止） 

第１０条 使用者は、音楽堂を許可を受けた目的以外に使用し、転貸し、又は

その使用権を譲渡してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１１条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可を取り

消し、又は使用者に対し、使用の制限、使用の停止若しくは退去を命ずるこ

とができる。 

(1) 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

 

(2) 使用者が使用条件に違反したとき。 

 

(3) 偽りその他不正な手段により許可を受けたとき。 

 

 

(4) その他委員会において必要があると認めるとき。 

（使用者の特別設備等） 

 既納の使用料と当該変更後の使用料の差額 

(3) 使用前月応当日までに使用許可の取下げを届け出た場合 既納の使用料

の５割 

（使用の権利の譲渡等の禁止） 

第１０条 使用者は、使用許可を受けた目的以外に施設等を使用し、施設等を

転貸し、又は施設等の使用の権利を譲渡してはならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１１条 委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可を取り

消し、又は使用者に対して使用の制限、使用の停止若しくは退去を命ずるこ

とができる。 

(1) 使用者がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則の規定に違反し

たとき。 

(2) 使用者が第５条第２項の規定により付された条件に違反したとき。 

(3) 第６条各号のいずれかに該当するとき。 

(4) 偽りその他不正な手段により使用許可を受けたとき。 

(5) 災害その他不可抗力により音楽堂の運営上やむを得ない事由が発生した

とき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認めるとき。 

（特別の設備の設置等） 

-
 
5
2
 
-



        改        正        前         改        正        後 

第１２条 使用者は、音楽堂を使用する場合において、特別の設備を設け、又

は特殊物件を搬入しようとするときは、あらかじめ委員会の許可を受けなけ

ればならない。 

（損害賠償義務） 

第１３条 音楽堂の施設、設備等を滅失し、又は損傷した者は、その損害を賠

償しなければならない。 

（委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、委員会が定める。 

別表（第７条関係） 

 

 

 

 

備考 この表中「休日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日をいう。 

 

 

 

 

第１２条 使用者は、施設等の使用において特別の設備を設け、又は特殊物件

を搬入しようとするときは、施設等の使用と併せてその許可を受けなければ

ならない。 

（損害賠償義務） 

第１３条 音楽堂の建物、附属設備等を毀損し、滅失し、又は汚損した者は、

その損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

別表（第７条関係） 

 

 

 

 

備考 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 平日 日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日以外の日をいう。 

(2) 休日等 平日以外の日をいう。 

 午前９時３０分

～午後１時 

午後１時３０分

～午後５時 

午後６時～午後

９時３０分 

平日 １２，０００円 １２，０００円 １２，０００円 

日曜日・土曜日・休日 １５，０００円 １５，０００円 １５，０００円 

区分 １時間当たりの使用料の額 

市民等 市民等以外 

平日 １，５００円 ３，０００円 

休日等 ２，０００円 ４，０００円 

-
 
5
3
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 市民等 使用者が個人の場合にあっては本市の区域内に在住し、在

勤し、又は在学する者（以下この号において「市民」という。）をい

い、団体の場合にあっては市民がその全構成員の７割以上を占める団

体をいう。 

２ 施設等の使用は、１時間を単位とし、午前９時からの時間を１時間ご

とに区分した時間区分によるものとする。 

３ その受けた使用許可に係る時間を超えて施設等を使用したときは、そ

の超えた時間１時間までごとにつき、この表に定める１時間当たりの使

用料の額を徴収する。 

 

-
 
5
4
 
-



議案第７８号 

 

 

池田市有功賞表彰について 

 

 

池田市表彰条例（昭和３７年池田市条例第１７号）第４条第１号の規定によ

り、池田市有功賞をもって表彰するため、下記の者を推薦するので議会の議決

を求める。 

 

記 

 

住 所                  

氏 名     田 渕 和 明 

               

経 歴     池田市教育長 

   

 

令和７年９月１８日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

上記の者は、本市の特別職として本市の行政の向上に尽力し、地方自治の

発展に寄与した功績が誠に顕著であるため、池田市有功賞の表彰について推

薦するものである。 
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議案第７９号 

 

 

池田市副市長の選任について 

 

 

 下記の者を池田市副市長に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１６２条の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所                   

 

  氏 名     石 田 健 二 

 

                 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市副市長石田健二氏は、来る令和７年９月３０日をもって任期満了と

なるため、その後任を選任するものである。 
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議案第８０号 

 

 

財産区管理委員の選任について 

 

 

下記の者を財産区管理委員に選任したいので、財産区管理会条例（昭和３８

年池田市条例第１９号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

大字中川原財産区 

住  所 氏  名 生年月日 

             籔内 勝美           

             川﨑 治靖           

             北口  敏           

             沢田 英樹            

             柴田 親佳           

                石田 孝明            

             一樋洋一郎            

 

令和７年９月１８日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

大字中川原財産区の財産区管理会の財産区管理委員は、来る令和７年１０

月６日をもって任期満了となるので、その後任を選任するものである。 
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議案第８１号

　令和７年度池田市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３１２,４０２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１０,４５４,９２０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　

　　令和７年９月１８日　提出

令和７年度池田市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
5
8
 
-



7

-
 
5
9
 
-



議案第８１号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

国民健康保険特別会計 第２号

令和７年度

-
 
6
0
 
-



7

-
 
6
1
 
-



歳 入

-
 
6
2
 
-



-
 
6
3
 
-



7

-
 
6
4
 
-



-
 
6
5
 
-



歳 出

-
 
6
6
 
-



-
 
6
7
 
-



-
 
6
8
 
-



-
 
6
9
 
-



参 考 資 料

-
 
7
0
 
-



7

-
 
7
1
 
-



-
 
7
2
 
-



-
 
7
3
 
-



議案第８２号

　令和７年度池田市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２１６,６６９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１１,０１５,５４５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担

　行為補正」による。

　　令和７年９月１８日　提出

令和７年度池田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
7
4
 
-



10

-
 
7
5
 
-



期 間

第２表　債務負担行為補正

事 項 限 度 額

介護保険システム委託事業 令和８年度 22,110千円

-
 
7
6
 
-



-
 
7
7
 
-



議案第８２号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

介護保険事業特別会計 第２号

令和７年度

-
 
7
8
 
-



10

-
 
7
9
 
-



歳 入

-
 
8
0
 
-



-
 
8
1
 
-



10

-
 
8
2
 
-



-
 
8
3
 
-



歳 出

-
 
8
4
 
-



-
 
8
5
 
-



-
 
8
6
 
-



-
 
8
7
 
-



参 考 資 料

-
 
8
8
 
-



-
 
8
9
 
-



10

-
 
9
0
 
-



-
 
9
1
 
-



-
 
9
2
 
-



 

-
 
9
3
 
-



議案第８３号

　令和７年度池田市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ８４,４４６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　２,５２７,５９９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入

　歳出予算補正」による。

　　令和７年９月１８日　提出

令和７年度池田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
9
4
 
-



5

-
 
9
5
 
-



議案第８３号　　説　　明

後期高齢者医療事業特別会計 第３号

令和７年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

-
 
9
6
 
-



5

-
 
9
7
 
-



歳 入

-
 
9
8
 
-



5

-
 
9
9
 
-



歳 出

-
 
1
0
0
 
-



-
 
1
0
1
 
-



参 考 資 料

-
 
1
0
2
 
-



5

-
 
1
0
3
 
-



-
 
1
0
4
 
-



 

-
 
1
0
5
 
-



議案第８４号

　令和７年度池田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３６８,２４４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４５,２１６,０６１千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条　債務負担行為の追加は、「第３表　債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条　地方債の変更は、「第４表　地方債補正」による。

　　令和７年９月１８日　提出

令和７年度池田市一般会計補正予算（第７号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
0
6
 
-



-
 
1
0
7
 
-



-
 
1
0
8
 
-



（単位：千円）

事　　　　業　　　　名

3 民生費 1 社会福祉費 多世代交流施設整備事業 237,600

第２表　繰越明許費補正

款 項 金　　　額

-
 
1
0
9
 
-



期 間

総 合 窓 口 業 務 等 委 託 事 業 令和８年度 96,500千円

限 度 額

第３表　債務負担行為補正

事 項

例規集データベース管理事業 令和８年度 4,300千円

-
 
1
1
0
 
-



補 正 前

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

補 正 後

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

計 835,700

償　　還　　の　　方　　法
償還期限 据置期間

 多世代交流施設整備事業 106,900 7 30 3

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先

3

計 942,600

 多世代交流施設整備事業 213,800 7 30

第４表　地方債補正

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

-
 
1
1
1
 
-



議案第８４号　　説　　明

令和７年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ７ 号

-
 
1
1
2
 
-



-
 
1
1
3
 
-



歳 入

-
 
1
1
4
 
-



-
 
1
1
5
 
-



-
 
1
1
6
 
-



-
 
1
1
7
 
-



-
 
1
1
8
 
-



-
 
1
1
9
 
-



歳 出

-
 
1
2
0
 
-



-
 
1
2
1
 
-



-
 
1
2
2
 
-



-
 
1
2
3
 
-



-
 
1
2
4
 
-



-
 
1
2
5
 
-



参 考 資 料

-
 
1
2
6
 
-



-
 
1
2
7
 
-



-
 
1
2
8
 
-



-
 
1
2
9
 
-



-
 
1
3
0
 
-



-
 
1
3
1
 
-



-
 
1
3
2
 
-



-
 
1
3
3
 
-



償 還 方 法 そ の 他

千円 千円 千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

3

計 942,600 △ 106,900 835,700

 社会教育施設整備事業 353,000 － 353,000 〃 7 〃 20

7 〃 20 3 土木事業 130,600 － 130,600 〃

3

 清掃運搬施設整備事業 8,200 － 8,200 〃 7 〃 30 3

7 〃 30 多世代交流施設整備事業 213,800 △ 106,900 106,900 〃

30 3 防災対策事業 12,000 － 12,000 7

地　方　債

起 債 の 目 的
補 正 前
の 額

補 正 額 計 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

 都市計画事業 225,000 － 225,000 〃 37 〃 30

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

-
 
1
3
4
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 25,599,828     △ 31,736     25,568,092     

人　  件　  費 9,590,145     ─  　 9,590,145     

扶　  助　  費 12,255,801     △ 31,736     12,224,065     

公　  債　  費 3,753,882     ─  　 3,753,882     

 投 資 的 経 費 1,680,630     12,724     1,693,354     

 そ　   の   　他 17,567,359     387,256     17,954,615     

物　  件　  費 8,357,894     ─  　 8,357,894     

そ　  の　  他 9,209,465     387,256     9,596,721     

44,847,817     368,244     45,216,061     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表

-
 
1
3
5
 
-



-
 
1
3
6
 
-

0.10.9



-
 
1
3
7
 
-

1. 6. 7.



議案第８５号 

 

 

令和６年度池田市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度池田市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第８６号 

 

 

令和６年度池田市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度池田市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第８７号 

 

 

令和６年度池田市公共下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和６年度池田市公共下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を

付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第８８号 

 

 

令和６年度池田市国民健康保険特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度池田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第８９号 

 

 

令和６年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書

を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第９０号 

 

 

令和６年度池田市介護保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度池田市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第９１号 

 

 

令和６年度池田市後期高齢者医療事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてああああああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度池田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第９２号 

 

 

令和６年度池田市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和６年度池田市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付け

て、議会の認定に付する。 

 

 

  令和７年９月１８日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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